
平成３０年度（平成３１年３月３１日現在）貸借対照表

（単位：百万円）
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（そんぽ２４損害保険株式会社）



 

       （そんぽ２４損害保険株式会社） 

－2－ 

（貸借対照表の注記） 

 

１． 有形固定資産の減価償却は定額法によっております。 

 

２． 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当

基準に基づき、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発

生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、

その残額を引き当てております。 

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力等を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等を

債権額に乗じた額を引き当てております。 

また、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した業務監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当

を行っております。 

 

３． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務見込額に基

づいて計上しております。 

 

４． 賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上しており

ます。 

 

５． 役員賞与引当金は、役員の賞与に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上してお

ります。 

 

６． 価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に

基づき計上しております。 

 

７． 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。 

   なお、資産にかかる控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っており

ます。 

 

 

 

 

 

 



 

       （そんぽ２４損害保険株式会社） 

－3－ 

８． 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項については次のとおりであ

ります。 

 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社では、損害保険会社の事業が公共性、社会性の高いものであることに鑑み、安全かつ有

利の原則を遵守するとともに、キャッシュフロー・マッチングの観点にたち、極力リスクを抑

制するため、預金や短期資金及び市場性のある金融商品にて資産運用を行っております。 

 なお、資産運用リスクの管理にあたっては、フロントオフィス、ミドルオフィス及びバック

オフィスを組織的に分離することによる相互牽制機能を持たせており、また、市場リスクに対

する限度額の遵守状況及び各種取引の状況等について定期的に取締役会に報告を行っておりま

す。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 20,145 20,145 - 

資産計 20,145 20,145 - 

   注．金融商品の時価の算定方法 

現金及び預貯金 

 預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

                                          

９． 有形固定資産の減価償却累計額は713百万円であります。 

 

１０． 関係会社に対する金銭債務総額は511百万円であります。 

 

１１． 繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金等であり、回収可能性を検討した結果、評価

性引当額として全額控除しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

       （そんぽ２４損害保険株式会社） 

－4－ 

１２．（１）支払備金の内訳は次のとおりであります。 

 

支払備金（出再支払備金控除前、ロに掲げる保険を除く） 4,013 百万円 

同上にかかる出再支払備金 78 百万円 

差引（イ） 3,934 百万円 

自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 74 百万円 

計（イ＋ロ） 4,009 百万円 

 

 （２）責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 4,031 百万円 

同上にかかる出再責任準備金 3 百万円 

差引（イ） 4,027 百万円 

その他の責任準備金（ロ） 647 百万円 

計（イ＋ロ） 4,674 百万円 

 

１３． １株当たりの純資産額は 26,160円04銭であります。 

算定上の基礎である純資産の部の合計は 9,940 百万円、普通株式に係る期末の純資産額は

9,940百万円、普通株式の期末発行済株式数は380千株であります。 

 

１４． 損害保険ジャパン日本興亜株式会社の子会社である当社およびセゾン自動車火災保険株式会

社は、グループ国内損害保険事業における効率性と収益性の向上を目指し、関係当局の認可等

を前提として、令和元年７月１日にセゾン自動車火災保険株式会社を存続会社とする合併を予

定しております。 

 

１５． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 



平成３０年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損益計算書

（単位：百万円）
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(そんぽ２４損害保険株式会社）



 

       （そんぽ２４損害保険株式会社） 

－6－ 

（損益計算書の注記） 

 

１． 関係会社との取引による費用総額は180百万円であります。 

 

２．（１）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

    収入保険料 8,846百万円 

    支払再保険料 41百万円 

      差引 8,804百万円 

（２）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

    支払保険金 6,395百万円 

    回収再保険金 - 百万円 

      差引 6,395百万円 

（３）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

    支払諸手数料及び集金費 454百万円 

    出再保険手数料 - 百万円 

      差引 454百万円 

（４）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、ロに掲げる保険を除く） △364百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 78百万円 

差引（イ） △442百万円 

自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） △6百万円 

計（イ＋ロ） △449百万円 

（５）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △2,600百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 △0百万円 

差引（イ） △2,599百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ） △200百万円 

計（イ＋ロ） △2,800百万円 

（６）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

有価証券利息・配当金 △0百万円 

     計 △0百万円 

 

３． 特別損失に含まれる事業構造改革費用は、主に特別退職金であります。 

 

４． １株当たりの当期純利益は995円00銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益は 378 百万円、普通株式に係る当期純利益は 378 百万円、普

通株式の期中平均株式数は 380 千株であります。なお、普通株主に帰属しない金額はありませ

ん。 

 

５． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 


